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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループでは、コーポレート・ガバナンスの目的について、株主、取引先、従業員、さらには利用者、地域社会などのステークホルダーの信
頼と期待に応え、企業価値を高めるべく、経営の効率化を図るとともに健全性・透明性を確保することにあると考えております。かかる目的を達す
るためには、役員の選任、報酬の決定、経営の監視、コンプライアンスの実施等により、経営に対する監督並びに監査等が実効的に行われること
が肝要であり、当社はコーポレート・ガバナンスの強化・充実を図ることについて経営上の最重要課題の一つと位置づけております。

　また、当社グループでは、社外取締役（４名）及び社外監査役（3名）により取締役会の監督機能を高め、経営の効率化並びに健全性・透明性の
確保に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

中村　俊一 4,950,000 66.58

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 455,300 6.12

DAIWA CM SINGAPORE LTD- NOMINEE YAGI RIEKO

(常任代理人 大和証券株式会社)
155,000 2.08

下中　佳生 90,000 1.21

野村信託銀行（信託口） 87,200 1.17

株式会社中村 85,000 1.14

野村證券株式会社

（常林代理人　株式会社三井住友銀行）
50,900 0.68

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 36,000 0.48

日本マスタートラスト信託銀行（信託口） 30,600 0.41

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC)

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）
26,703 0.36

支配株主（親会社を除く）の有無 中村　俊一

親会社の有無 なし

補足説明

１．第７位の「株式会社中村」名義の株式は、中村俊一氏が実質株主として所有しております。これにより、中村俊一氏の持株数は4,950千株とな
り、発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は66.58％となります。

２．当社は自己株式544,274株（発行済み株式総数に対する所有株式数の割合 6.82％）を保有しております。



３．みずほ証券株式会社及びその共同保有者であるアセットマネジメントOne株式会社より、2024年２月22日付で大量保有報告書の変更報告書が
関東財務局長に提出され、2024年2月15日付で以下の通り株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として2024年６月30日現在にお
ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。当該大量保有報告書の内容は以下の通りです。

　　

アセットマネジメントOne株式会社、所有株式数：485千株、割合：6.45％

みずほ証券株式会社、所有株式数：12千株、割合：0.16％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 6 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

一般の取引と同様に適正な条件のもとに行うことを基本方針とし、少数株主の権利を不当に害することのないよう、その可否、条件等につき十分
な協議・交渉を行い、職務権限規程に基づき、取締役会において決議を行い、少数株主の保護に努めてまいります。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

【グループ経営に対する考え方】

　当社グループは「社会貢献とビジネスを両立する」をMissionとして掲げ、世界中で観光業の促進、そこから雇用機会を生み出し、人々の生活を
豊かにしていくこと、それが社会貢献と考えています。「社会に対してどのような価値を提供できるのか」「社会に対してどのようなインパクトが与え
られるのか」、社会貢献とビジネスを両立する企業として、さらに社会公益性の高いビジネスを生み出し続けたいと考えています。

　また、「世界中の“やりたい”を叶える」をVisionとし、「安く旅行したい」というニーズに応えるために、LCCなども含めた航空券・格安レンタカーなど
を一括で比較・予約できるサイト「skyticket」を立ち上げ、成長させてきました。ただ、世界中には「もっとこういう旅がしたい」という想いがまだまだ
存在します。すべての人たちが、国境や文化を超え、心から満足できる旅を実現できるプラットフォームを目指し、日本初のグローバルOTAへと進
化していきます。

　マネジメント構造としては、自律的な組織運営が効果的であると考え、「権限の分散」と「グループシナジーの創出」を基本的な考え方としておりま
す。取締役は、法令、社会規範及び倫理等についての意識の継続的な維持・向上、グループとしてのシナジーを創出し、更なる企業価値向上、そ
の結果として少数株主に対する適切な利益還元を図っております。なお、グループ全体の企業価値の向上のため、当社は親会社・大株主として上
場子会社の法令遵守体制・状況につき、常に十分な注意を払い、必要に応じ てコンプライアンスに関わる一定の事項や、内部統制システムの構

築等について助言・支援を適宜行っております。

【上場子会社を有する意義】

　当社グループは、バスツアー、バケーションレンタル、留学、海外ツアー等新しい商品・サービスを提供する会社を設立・買収によりグループ化し
て、当社グループ全体のサービス拡充を進めてきました。

　その中で、海外ツアーを中心に事業展開している株式会社旅工房の上場を維持することは、同社の知名度や社会的信用力の向上等により優秀
な人材を確保し、より良いサービスを提供することで、お客様へ還元し、利益創出を通じたグループ企業価値の向上、少数株主に対する適切な利
益還元、ひいては、当社グループが目指す社会全体への還元が可能と考えております。当社グループ会社に対する出資は、株式の過半数を保
有することを原則とし、支配権をもつ出資比率の獲得を可能な限り目指すこととしています。なお、当社グループでは、各社がそれぞれ独立した立
場で経営を行なっており、上場及び市場変更等についても各社の意思決定に委ねており、現時点では上場子会社の上場維持が望ましいと判断し
ています。

【上場子会社のガバナンス体制の実効性確保に関する方策】

　上記のとおり、当社は上場子会社の自律的な経営を尊重しており、上場子会社の経営陣に委ねております。これに加えて、親会社である当社と
上場子会社の少数株主との間に利益相反のリスクがあることを踏まえ、ガバナンス体制の構築・運用については上場子会社が独立社外役員の選
任等を通じて主体的に対応しております。また、上場子会社は、各事業における営業活動等、すべての業務を主体的に意思決定し事業展開して
おります。 一方、当社は、親会社としてのガバナンスの実効性を確保するため、「重要な決議事項」に限り親会社である当社へ事前通知・報告を

上場子会社に対して求めております。なお、当社からの役員の兼務状況は上場子会社の主体的な経営判断を妨げるものではなく、経営の独立性
は確保されていると認識しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況



１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

三島　健 他の会社の出身者 ▲

雷　蕾 他の会社の出身者

永田　ゆかり 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

三島　健 ○

当社主要取引先であるグーグル合同会社
の業務執行者でしたが、同社退社後1年
以上経過しており、当社の経営に影響を
与えるものではありません。

オンライン旅行業を中心とした事業会社におい
て指導的役割を歴任し、豊富な経験と専門的
知見を有していることから、当社の経営基本方
針の決定及び業務執行の監督などの役割を十
分に果たしており、当社の業務執行を監督する
適切な人材と判断しております。また、同氏は、
独立性基準には該当せず、一般株主と利益相
反が生じるおそれはないことから、独立役員と
して適格であると判断し、独立役員に指定して
おります。



雷　蕾 ○ －

証券市場に関する豊富な経験及び企業経営に
関する知見を有しております。これらの経験や
知見を活かし、当社の事業方針の決定等に十
分な役割を果たしており、当社の業務執行を監
督する適切な人材と判断しております。また、
同氏は、独立性基準には該当せず、一般株主
と利益相反が生じるおそれはないことから、独
立役員として適格であると判断し、独立役員に
指定しております。

永田　ゆかり ○ －

企業の経営者としての経験、実績、技術をはじ
めとした各領域での専門性を有しており、当社
の経営基本方針の決定及び業務執行の監督
などの役割を十分に果たしており、当社の業務
執行を監督する適切な人材と判断しておりま
す。また、同氏は、独立性基準には該当せず、
一般株主と利益相反が生じるおそれはないこと
から、独立役員として適格であると判断し、独
立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査において投資家保護を、監査役監査において株主及び債権者の利益の保護を、内部監査において当社グループの継続的発展と企業
価値の向上をそれぞれ目的として、三様監査（監査役監査・内部監査・会計監査）を実施し、当社グループの健全な経営及び継続的な発展に不可
欠な内部統制の構築並びに運用状況及びその有効性の検証、評価を三様監査相互の連携及び相互補完を持って推進しております。監査役とは
内部監査報告書等の共有や都度コミュニケーションを図っております。また、監査法人とは監査実施時等の社内での作業を行うときに個別に情報
を共有しております。また、三様監査の実効性を高め、かつ、全体としての監査の量的向上を図るため、各監査間での監査計画及び監査結果の
報告、意見交換等緊密な相互連携の強化に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

児玉　尚人 公認会計士

角田　千佳 他の会社の出身者

小椋　明子 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」



a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

児玉　尚人 ○ －

会計士としての豊富な経験及び知識に基づき
企業経営に対する十分は見識を有しており、社
外監査役としての職務を適切に遂行しており、
当社の業務執行を監督する適切な人材と判断
しております。また、同氏は、独立性基準には
該当せず、一般株主と利益相反が生じるおそ
れはないことから、独立役員として適格である
と判断し、独立役員に指定しております。

角田　千佳 ○ －

企業の経営者としての経験、実績、技術をはじ
めとした各領域での専門性を有しており、また、
他社の社外取締役及び社外監査役としても企
業経営に関与されていることから、当社の経営
基本方針の決定及び業務執行の監督などの
役割を十分に果たしており、当社の業務執行を
監督する適切な人材と判断しております。ま
た、同氏は、独立性基準には該当せず、一般
株主と利益相反が生じるおそれはないことか
ら、独立役員として適格であると判断し、独立
役員に指定しております。

小椋　明子 ○ ―――

会計士としての豊富な経験及び知識に基づき
企業経営に対する十分は見識を有しており、社
外監査役としての職務を適切に遂行しており、
当社の業務執行を監督する適切な人材と判断
しております。また、同氏は、独立性基準には
該当せず、一般株主と利益相反が生じるおそ
れはないことから、独立役員として適格である
と判断し、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明



取締役として長期的な事業成長を支えるインセティブとして、就任時期や期間、今後の事業成長への貢献度などを勘案して定めた数のストックオ
プションやRS（譲渡制限付株式）を付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、社外監査役、従業員

該当項目に関する補足説明

－

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

取締役及び監査役の報酬等は、それぞれ総額で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

（１）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

　方針の内容につきましては、原則として月額固定報酬とし、株主総会において決議された報酬限度額の範囲内で、原則として個々の取締役ごと
に、取締役会において決定しております。具体的には、当社グループの業績、事業環境、当該取締役の役割や責任の大きさ、業界水準等を総合
的に勘案して、取締役による協議により決定することとしております。

　また、各取締役の個人別報酬額につきましては、社外取締役の意見を踏まえて十分な審議をしており、取締役会としては当該方針に沿うもので
あると判断しております。

　なお、監査役の報酬は、株主総会において決議された報酬限度額の範囲内で決定しており、経営に対する独立性、客観性を重視する観点から
固定報酬のみで構成され、個々の監査役の報酬額は、監査役による協議により決定しております。

（２）取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の報酬限度額は、2023年９月27日開催の第17回定時株主総会において年額200百万円以内（うち社外取締役分は20百万円とし、使用人
としての給与含まない。）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち社外取締役は４名）です。

　監査役の報酬限度額は、2014年２月３日開催の臨時株主総会において年額30百万円以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の
監査役の員数は２名です。

（３）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　当社は、取締役会の委任決議に基づき、代表取締役社長中村俊一が社外取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。権限を
代表取締役社長に委任した理由は、代表取締役社長が当社全体の業況及び各社外取締役の職責等を総合的に把握できる立場にあるためであ
ります。また、委任された権限が適切に行使されるべく、具体的内容の決定にあたっては、取締役による協議を行っております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役に対する専従スタッフは配置しておりませんが、法務総務部が窓口を担当し、必要に応じて各種のサポートを行って
おります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）



当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会及び監査役会を設置するとともに、日常的に事業を監視する役割として内部監査担当者
を設け、対応を行っております。これらの各機関の相互連携により、経営の健全性・効率性を確保できるものと認識しているため、現状の企業統治
体制を採用しております。

（1）取締役会

経営上の重要意思決定機関である取締役会は、本書提出日現在５名（うち３名は社外取締役）で構成されております。毎月１回開催される定時取
締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会が開催され、法的決議事項及び経営方針等、経営に関する重要事項や業務執行の意思決定を行うほ
か、取締役の業務執行状況について監督を行っております。

（2）監査役会

当社の監査役は本書提出日現在３名であり、全て社外監査役であり、うち１名は常勤監査役であります。社外監査役には公認会計士２名を含ん
でおります。

監査役会は、毎月１回の定時監査役会の開催に加え、重要な事項等が発生した場合、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。監査役会
では、法令、定款及び当社監査役会規程に基づき重要事項の決議及び業務の進捗報告等を行っております。また、監査役は取締役会等の重要
な会議に出席するなど各取締役の業務遂行状況を監査しております。さらに、監査法人・内部監査人との連携を密にとるとともに、監査役監査は、
常勤監査役を中心に年度監査計画に基づき実施しており、監査等を通じて発見された事項等については、取締役会に対する監査指摘事項として
提出されております。

（3）会計監査の状況

当社は太陽有限責任監査法人が監査を担当しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、
特別な利害関係はありません。なお、会計監査業務を執行した公認会計士は、和田磨紀郎、上西貴之の２名であり、当社の監査業務に係る補助
者は公認会計士７名、その他20名であります。

（4）内部監査

当社の内部監査は代表取締役社長から任命された内部監査室の担当者が業務監査を行っております。内部監査室の担当者は内部監査規程及
び代表取締役社長から承認を得た事業年度ごとの内部監査計画に基づき、各部門の業務活動に関し、社内規程やコンプライアンス規程に則り、
適正かつ効率的に行われているか監査を行っております。監査の結果は代表取締役社長に報告されるとともに必要に応じて取締役会に報告さ
れ、また常勤監査役にも適宜報告を行うと同時に被監査部門に通知され、後日改善状況の確認が行われております。

内部監査室担当者、監査役及び監査役会並びに会計監査人との間で意見交換を行うなど連携をとり、監査の実効性の向上を図っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は社外取締役４名及び監査役会設置会社として、社外監査役３名を選任しております。社外取締役及び社外監査役は定時取締役会及び臨
時取締役会に出席し、取締役の業務執行について適宜意見を述べ、業務執行全般にわたって経営監視を行っております。このようなコーポレー
ト・ガバナンス体制を選択することによって、経営者及び社内取締役による会社の私物化、誤った経営方針や意思決定を未然に防ぐことができる
と考え、現在の体制を選択しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主への株主総会招集通知については、早期発送に向けて努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会開催日については、他社の株主総会が集中する日を避け、多くの株主が株主総
会に出席できるよう日程調整に留意しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページのIR情報に掲載してお
ります。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
機関投資家・アナリスト向けの決算説明会に個人投資家が参加できるようにオ
ンライン配信をおこなっております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎に、機関投資家・アナリスト向けの決算説明会を開催し、当社に対す
る認知度の向上及び企業価値向上を図ってまいります。

あり



IR資料のホームページ掲載
当社のホームページ上にＩＲ情報のコーナーを設け、適時開示資料等を掲載し
ております。

IRに関する部署（担当者）の設置 担当者を設置しております。

その他 決算説明資料、決算短信の英文開示をおこなっております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は情報開示規程においてステークホルダーに対して金融商品取引法その他関連法
令、上場金融商品取引所の規則の趣旨に則り、かつ以下の原則に従い適切な開示を行う
事を定め、実施しております。

（１）公正な情報開示

（２）適時、適切な情報開示

（３）自発的な情報開示

（４）継続的な情報開示

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

環境保全活動、CSR活動等の実施は今後更に注力すべき事項と考えております。

当社における現時点のSDGｓに対する取り組み状況は下記Webサイトに掲載しておりま
す。

https://jp.adventurekk.com/sdgs/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、当社のステークホルダーに対して、適時適切に企業情報を提供することが重要で
あると認識しており、当社ホームページ及び適宜開催する会社説明会等を通じて情報提供
を行う方針であります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、お客様、従業員、株主・投資家、取引先・事業パートナー、地域社会・国際社会等のステークホルダーに対する社会的責任を果たしてまい
ります。

また当社の企業価値の向上を図るためには、経営の効率性を追求するとともに、事業活動より生ずるリスクをコントロールすることが必要であり、
このためのコーポレート・ガバナンスの強化が不可欠であるとの基本認識のもと、引き続き、以下に掲げる諸施策の継続的な実施を推進してまい
ります。

ａ　当社および子会社の取締役等、および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社および子会社の取締役および使用人は、社会倫理、法令、定款および各種社内規程等を遵守するとともに、経営理念に基づいた適正か
つ健全な企業活動を行う。

（２）取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款および「取締役会規程」その他の社内規程等に従い重要事項を決定するととも
に、取締役の職務の執行を監督する。

（３）取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議および社内規程に従い、担当業務を執行する。

（４）「コンプライアンス規程」その他社内規則に基づき、法令順守の意識のもと適正な業務執行が行われるべく、教育・啓蒙を行い、その執行を徹
底・監督し、問題があった場合には「就業規則」等に則り適正に処分する。

（５）業務執行に関する法令および定款への適合性に関しては、内部監査、監査役監査、会計監査人監査等の実施により確認する。

（６）業務執行の適正を確保するために、反社会的勢力および団体等からの不当な要求には法的対応を行うととともに、反社会的勢力および団体
への資金提供は絶対に行わない。

ｂ　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制および子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に
関する体制

（１）当社の取締役は、「文書管理規程」その他の社内規程に従い、株主総会議事録、取締役会議事録等の職務執行に係る重要な文書（電磁的媒
体によるものを含む）を、適正に作成・保存・管理し、保存期間中は必要に応じて取締役、監査役、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態とする。

（２）子会社の取締役等は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の取締役等の職務執行に係る事項を報告する。また、当該資料については、当
社の取締役、監査役、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態とする。

ｃ　当社および子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）事業上のリスク管理に関する規程を策定し、当該規程に基づくリスク管理体制を構築、運用する。

（２）コンプライアンスリスク、情報システムリスク、信用リスクその他様々なリスクに対処するため、各種の社内規程・マニュアルの整備および見直
しを行う。

（３）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、必要に応じて外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を
行い、被害・損失の拡大を防止し、これを最小限に留めるための体制を整備する。

（４）「内部監査規程」に基づき、計画的な内部監査を実施し、法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある事項が発見された場合に
は、代表取締役社長および監査役に対して適切に報告を行うとともに、当該事項の是正措置の実施状況に関してフォローアップを行う。

ｄ　当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制



（１）当社の取締役会は月に1回定期的に、または必要に応じて適時に開催し、法令に定められた事項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計
画および年次予算を含めた経営目標の策定および業務執行の監督等を行う。

（２）業務執行に関する責任者およびその責任範囲、手続きの詳細については、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」その他社内規則に
定めるところによる。

ｅ　当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社は、「関係会社管理規程」に基づき、主要な子会社および関係会社に対する適切な経営管理を行うとともに、必要に応じて指導・支援・モ
ニタリングを行う。

（２）「コンプライアンス規程」その他関連規程・規則に基づき、当社および子会社における業務活動が法令順守の意識のもと行われる体制とする。

（３）子会社の管理は経営管理部門が行うものとし、必要に応じて取締役または監査役として当社の取締役、監査役または使用人が兼任するもの
とする。取締役は当該会社の業務執行状況を監視・監督し、監査役は当該会社取締役の職務執行を監査する。

f　財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）当社は、透明で公正な経営姿勢を貫き、信頼性のある財務報告を作成するために、財務報告に係る内部統制が有効に機能するための体制
の構築、整備および運用を行う。

（２）財務報告における不正や誤謬が発生するリスクを管理し、業務執行の適正化を推進するとともに、財務報告に係る社内規程の適切な整備お
よび運用を行う。

（３）財務報告に係る内部統制の仕組みが適正かつ有効に機能することを継続的に監視・評価し、不備があれば必要な改善・是正を行うとともに、
関係法令との適合性を確保する。

g　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の
実行性の確保に関する事項

（１）監査役が必要とした場合、監査役と協議のうえ、監査役の職務を補助する使用人を合理的な範囲で配置するものとする。

（２）当該使用人の任命、異動、評価、懲戒、賃金等の改定に関しては、監査役会等の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役から
の独立性および監査役の指示の実行性を確保するものとする。

（３）当該使用人は、その職務にあたっては、監査役の指示にのみ従うものとする。

h　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制

（１）取締役およびその他使用人は、法令・定款違反行為、不正行為その他当社の業務または業績に影響を与える重要な事実に関して、これを発
見したときは、監査役に都度報告する。なお、監査役は、いつでも必要に応じて取締役およびその他使用人に対して報告を求めることができる。

（２）取締役および使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務または業績に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報
制度による通報状況およびその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に行えるようにする。

（３）上記（１）および（２）の報告をした者に対し、当該報告を行ったことを理由として、いかなる不利益な取扱いをしてはならないことを規定し、その
旨の周知徹底を行う。

i　子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、法598条1項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者および使
用人またはこれらの者から報告を受けた者が当該監査役設置会社の監査役に報告するための体制

（１）子会社の取締役および使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事実またはそのおそれのある事実を発見した場合は、直ちに当社の子会社
担当部署に報告する。

（２）当社の子会社担当部署は、子会社の取締役等から法令および規程に定められた事項のほか、子会社の監査役から報告を求められた事項に
ついて報告を受けた場合には、速やかに監査役にその内容を報告する。

（３）当社は、内部通報システムの適用対象に子会社を含め、子会社における法令、定款、または社内規程に違反する重大な事実、その他コンプ
ライアンス上の重大な問題にかかる通報について、監査役への適切な報告体制を確保する。

ｊ　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、内部監査と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査に立ち会うものとする。

（２）監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、法律事務所等に専門的な立場からの助言を受け、会計監査業務については、会計監査人等
に意見を求めるなど必要な連携を図ることとする。

（３）監査役が職務を執行する上で必要となる費用について会社に請求を行った場合は、監査の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場
合を除き、会社は所定の手続きに従い、これに応じるものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、全ての役員登用時、従業員の入社時、新規顧客との取引時、株主に対して下記の通りに反社会的勢力排除に向けた調査を行っており、
当社の特別利害関係者、株主及び取引先等は反社会的勢力との関係はありません。当社における反社会的勢力排除体制として、「反社会的勢
力対策ガイドライン」を制定し、反社会的勢力対応部署及びその責任者を経営管理部と定めております。

1）役員登用時に関係各所からのヒアリングや、日経テレコン、インターネット等を利用して調査を行います。

2)入社時・入社後の誓約書に反社でない旨の宣言書を入手しております。また、重要なポジション（部門責任者レベル）を採用する場合には日経テ
レコン、インターネット等を利用して調査を行います。

3)新規取引開始に当たり日経テレコン、インターネット等を利用して調査を行います。また、新たに契約書を締結する場合には契約書に取引先が
反社会的勢力等と関わる企業、団体等であることが判明した場合には契約を解除できる旨の排除条項を盛り込んでおります。既存取引先に対し
ては、原則として年に１度、継続取引先で前回調査実施から１年以上経過している取引先について調査を行っております。

4)第三者割当増資等を行って新規に株主になってもらうに当たり関係各所からのヒアリングや、日経テレコン、インターネット等を利用して調査を行
います。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし



該当項目に関する補足説明

現在のところ買収防衛策は導入しておらず、また現時点においては今後の導入計画も予定しておりません。しかしながら、その必要性が生じた場
合においては、弁護士等も交えて慎重に検討を行うように致します。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

－




